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　実行機能の中心をなす過程は、「自己制御 (self	 regulation)」もしくは「自己統制 (self	
control)」と呼ばれる。これら２つの用語は、本論でも紹介されているように、多くの場
合区別せずに用いられるが、研究者によってはより広範な目標志向的過程を「自己制御」、



























































的整合性が高いこと（α =.78～ .91)、再検査信頼性も r-=.60～ .79と充分な値を示すこと
が示されている。さらに、研究４では、妥当性の指標として、自己調整学習方略尺度、学
業的満足遅延尺度、先延ばし意識特性尺度との関連が検討され、各下位尺度が、それぞれ
と .10～ .47という弱いまたは中程度の相関をもつことから、オリジナルな有用性をもち
つつ妥当性を有する尺度が構成されたとする結論が得られている。この尺度構成に関して
は、「学業場面における誘惑対処方略尺度の作成」として「パーソナリティ研究」という
査読付き雑誌に掲載され、一定の評価を得ている。
　第６章では、研究５・６として、第５章で作成された「誘惑対処方略尺度」で測定され
る方略使用の有効性に関する検討が行われている。このうち研究５では、大学生215名を
対象に、学業目標や誘惑の誘因価（強度）、対処方略の使用頻度、目標関連行動の頻度を
尋ね、共分散構造分析により関連を検討した結果、目標強度から目標関連行動への直接の
パスよりも、誘惑対処方略を媒介したパスのほうが説明力が高いことが示され、こうした
方略の使用によって、目標関連行動が規定されることが明らかにされている。また、研究
６では、大学生102名を対象とする２週間にわたるモバイル調査により対処方略と目標達
成 ( 試験で良い成績をとる）との関連が検討され、達成に近づくにつれて方略の使用頻度
が高まることが示されている。尺度構成を行っただけでなく、それを用いて現実場面での
有効性を検証したことに、これらの研究の意義を見いだすことができる。
　第７章では、研究７・８として、状況や目標の質の違いによる方略の使い分けに関する
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検討が行われている。まず、研究７では、大学生207名を対象に、目標達成が容易な状況と、
困難な状況を想起させ、状況による方略使用の相違が検討されている。その結果、達成が
容易な状況の場合には意味確認方略が、困難な状況の場合には誘惑回避方略が自己制御の
成功に有効であることが示され、目標の困難さに応じて、自身に関する動機付けを高める
か、ストイックな目標実行が優先されるかという対処方略の相違があることが明らかにさ
れている。また、研究８では、大学生76名を対象とする１週間にわたる日誌法により、遂
行目標（他者より良い成績をとる）と習得目標（自分自身の知識を深める）という目標の
相違による方略使用の相違が検討され、遂行目標を意識させた場合には、主観的労力や成
績と方略の間に関連がみられること、習得目標を意識させた場合は、内発的動機付けと方
略のあいだに相関がみられることなどといった結果が示されている。これらの研究は、誘
惑対処方略の使用が、状況や目標の性質により異なることを示唆しているが、どのような
状況・目標変数がどのような方略使用の相違に結びつくかに関しては、統合的な知見が得
られているとは言い難く、本人も今後の課題として位置づけ、さまざまな研究を展開して
ゆく必要があると述べている。これらの研究は、そうした発展にむけた基盤を構成する研
究として評価できよう。
　第３部の総合考察では、これまでの研究を総合して明らかになった点がまとめられてい
る。その中で、本論文の意義として、１）現実場面における自己統制葛藤状況を明らかに
したこと、２）誘惑対処方略を測定できる尺度を開発したこと、３）その使用について縦
断的に検討したこと、４）実際の目的に対しての有効性を検証したこと、という４点があ
げられている。いずれも本論文の特徴を示す内容を的確に表しており、これまでの研究に
ない独自な観点として高く評価できる。また、課題として、異なる場面や年代への適応可
能性の検討や、その知見を生かした自己制御プロセスのさらなる検討など、適切な問題が
取り上げられていることも、今後の研究の継続やさらなる発展を期待させる。
　全般に、文章も読みやすく、論旨も明確で、研究としての独創性も高い。研究史も幅広
く総合的にまとめられている。研究手法も多様であり、分析も着実に行われている。以上
より、本論文は社会学研究科（社会心理学専攻）の博士学位論文審査基準に照らし、妥当
な研究内容であると判断できる。所定の試験結果と論文評価に基づき、本審査委員会は全
員一致をもって、小林氏の博士学位請求論文を、本学博士学位を授与するのに相応しい内
容を有するものと判断した。
